
Ｎｏ 委員氏名 所　　属

いとう　ひであき

伊藤　秀秋

えのもと　ひでお

榎本　英雄

　さとう　むつこ

　佐藤　むつ子

　しもじま　くにあき

　下嶋　邦明

すずき　よしひと

鈴木　義仁

たがや　としこ

多賀谷　登志子

むら　ちずこ

村　千鶴子

敬称略：五十音順

消費者代表

事業者代表

学識経験者

　一般社団法人横浜市工業会連合会

6 　横浜市消費者団体連絡会

　横浜弁護士会（第10次審議会会長）

　東京経済大学

　第10次横浜市消費生活審議会　施策検討部会名簿　（平成27年５月28日現在）

　公益社団法人日本訪問販売協会
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≪参考≫地域における見守りの担い手

自治会・町内会

地区社会福祉協議会

民生委員

保健活動推進員

消費生活推進員

老人クラブ

などの、様々な担い手が存在

地域福祉推進を担う民生委員、地域の消費者啓発を担う
消費生活推進員の現状について
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参考１ 民生委員制度の概要

『「民生委員・児童委員の活動環境の整備に関する検討会」報告書』から

横浜市の民生委員数（平成26年７月１日現在）3,968人

２



『「民生委員・児童委員の活動環境の整備に関する検討会」報告書』から

３



参考２ 民生委員制度の課題

●男性４割、女性６割。60歳代の方が全体の６割を占め、60歳
以上の方で8割に達する（高齢化）

●活動のために時間的な余裕が必要（年間訪問回数約165回、
年間120日程度活動に従事）

●地域福祉の増進…活動範囲が非常に広範に及ぶ

⇒負担感、なり手不足

４



参考３ 横浜市消費生活推進員制度概要

横浜市消費生活推進員

人 数 1,571人（平成27年６月１日現在）

任 期 １期２年（最長通算３期６年）

委 嘱 ①自治会町内会からの推薦
②公募

身 分 市長委嘱ボランティア

報 酬 無（地区代表に交通費等として活動費支給）

主 な 活 動 ●消費生活に関する知識・情報の地域への普及
啓発に関する活動
●消費者と事業者の交流促進に関する活動
●消費生活に関する調査に関する活動
※悪質商法被害未然防止にかかる啓発活動を
年1回は行うことを必須としている

５



参考４ 消費生活推進員制度の課題

●委嘱委員の見直しにより、各区の実情に合わせて委員選出

⇒平成27年度時点で不在区が５区

●認知度が低いことから地域との連携がなかなか進まない

６
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「よこはま地域包括ケア計画」から 
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